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1 はじめに
本章では､第-に､生活科学が社会の問題 ･課題と深
く結びついた目的学であることを述べる｡ここでは､｢社
会の問題 ･課題と深く結びっいた｣という点が重要であ
る｡すなわち､社会の問題 ･課題の変化に対応 して生活
科学の研究分野は変化 ･発展する｡そして､社会的使命
を終えた研究分野は生活科学の分野から除外されること
になる｡
第二に､生活科学の各分野の現代的課題について展望
する｡ここでは､現代の課題ではあっても､そのすべて
が必ずしも生活科学の研究対象とはならない､既存の諸
学の研究対象になるものもある､としている｡次ぎに述
べるように､生活科学は生活行為及びその総体である生
活を研究対象としているからである｡
第三に生活科学の研究対象について述べ､第四に生活
科学の研究方法について述べる｡生活科学が他の諸学と
異なる独自性があることを説明するためには､生活科学
の研究対象の独自性と生活科学の研究方法の独自性につ
いて述べる必要があるからである｡
第五に､以上のように規定､限定 した生活科学は､そ
れを親科学とした領域科学 (住居学､食物学､社会福祉
学など)を通 じて社会的有用性が発揮される､という点
について述べる｡
2 日的学としての生活科学
生活科学は生活研究に基礎を置く学問の体系である｡
生活研究は､産業革命によって伝統的な社会経済システ
ムが崩壊する過程で発生 した民衆の生活の貧困化への対
応として､19世紀末にヨーロッパで誕生 した｡わが国で
は､明治政府の産業の近代化政策に伴って発生 した労働
者の生活問題への対応として､労働衛生問題､栄養問題
などが研究された｡これらの生活研究は､当時の産業政
策と結びついた近代科学から派生 したものであり､｢生活
-再生産｣という視点から行なわれたものである｡ しか
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し､生活問題の解決は生産を円滑に行なうためだけでは
なく1生活者が自らの生活を改善 しようとする社会的な
行動である､というパラダイムの転換が起こる｡近代科
学からいわば現代科学への転換である｡このように､生
活研究は､生活問題を解決するという社会的な目的を持
って始められたのである｡その点に､家事学から始まっ
た家政学とは基本的な違いがある｡
したがって､生活科学は､●庶民 ･国民 ･民族 ･人類の
生活の問題の所在を明らかにし､生活改善の方向や目標
とそれを実現するための条件を提示する､という目的学
であると言える｡ しかし､生活科学は1個々の生活問題
を解決するための単なる問題解決学にとどまらない｡新
たな生活の創造を目指す生活発展のための学問でもある｡
すなわち､生活科学は､生活問題の解決とあわせて新た
な生活の創造を目指す目的学である｡
このような生活科学の目的は､社会の課題と深く結び
ついている｡わが国が当面している社会的な課題は､高
齢化､情報化､国際化などのキーワードで語られてきて
いる｡阪神淡路大震災を契機に安全というキーワードも
国民に強 く認識された｡また､世界的には､食糧危機､
エネルギー危機､地球環境問題､民族紛争などの問題が
ある｡
これらの社会的課題､'問題を生活科学の課題として捉
えなおすことにより､生活科学を親科学とした新たな領
域科学を打ち立てることができる｡生活科学は時代とと
もに変化するものであり､また､社会の要請に応えて変
化しなければならないのである｡
3 生活科学の現代的課題
では､現代の生活科学の課題は何か｡以下､筆者の知
り得る範囲内で各分野の課題を展望する｡
3･1 食生活
戦後の食糧難の時代には､必要栄養摂取量を如何に確
保するかが課題であった｡それが､飽食の時代を迎え､
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如何にカロリーをコントロールするかが課題になってい
る｡飽食問題は世界の食糧問題と結びっいている｡した
がって､この問題を視野に入れた新たな食生活のイメー
ジを描くことがこの分野の一つの課題になる｡その場合､
誰が調理し､誰が誰とどこでいっ食事するか､という食
生活の全体像の検討が不可欠になる｡
介護を要する高齢者の食生活の問題も差し迫った問題
である｡特別養護老人ホーム等の施設では､専任の栄養
士との連携で問題解決をはかれる展望があるが､近い将
来大量に発生する在宅介護での食生活指導をどう進める
かが重要な問題になりつつある｡
農産物の輸入自由化によって大量の食品が海外からわ
が国に入ってきている｡したがって､食品の安全問題が
社会問題になってきている｡しかし､この問題は､農学 ･
理学などの課題とはなるが､生活科学の固有の課題とな
るかどうかという問題がある｡生活科学は､ヒトとモノ
の関係からなる生活行為を対象とする学問であり (後述)､
食の分野では調理と食事という行為が対象となるからで
ある｡
3･2 健康維持
わが国は高齢社会に突入し､医療 ･福祉の国民負担問
題が大きな社会問題になってきている｡その負担額を減
らすためにも高齢者の心身の健康維持は重要である｡高
齢者の健康維持は､食生活を改善したり軽運動を取り入
れるという部分的な対応だけでなく､日常生活全体を細
かく分析した上での総合的な生活指導が必要になる｡そ
の点に､医学 ･保健学などの分野とは異なる生活科学固
有の研究課題がある｡
3･3 衣生活
衣服を選んで身にまとう､衣服を洗浄して管理する､
というのが衣生活の内容である｡あるいは､布団やベッ
ドなどの寝具を用いた寝るという行為も衣生活の中に含
まれるかも知れない｡その点からすれば､衣生活とは言
わずに人体に密接した密接環境とすべきかも知れない｡
この分野ではこれまで繊維の開発や衣製品の生産など
モノの研究に重点が置かれてきた｡しかし､これらはす
でに産業化され､わが国では学問の対象とする時代は終
っている｡それをもって衣生活の研究は終ったかという
とそうではない｡衣服とアレルギーの問題､生理機能 ･
運動機能の低下した高齢者の衣環境の問題､障害者の衣
服の問題などが現代の問題になっている｡また､快眠を
保障するための衣環境､密接環境のメカニズムについて
も研究途上にある｡
さらに､衣文化の問題も残されている｡しかし､●これ
は後述する生活文化の一側面として扱う必要があると思
われる｡
3･4 生活機器
生活機器も産業化され､我々の周りにはモノが溢れて
いる｡それらが生活者にとってすべて使いやすい製品に
なっているかというとそうではない｡健常者にとっても
使いにくい機器が少なくないが､特に高齢者や障害者に
とっては使いがっての悪い機器が多いし､福祉機器の開
発もまだ途上にある｡すなわち､高齢者や障害者のため
の衣製品を含めた生活機器の研究が必要になっている｡
この研究は､生理学や人間工学に基礎を置き､ヒトとモ
ノの間の要求 ･機能関係を分析し､最終的には使いがっ
てのよい機器､弱者の生活を支援する機器のあり方を提
示することを目的としている｡
また､便利さと効率だけを追い求めた機器が生活者に
どのような問題をもたらすか､という視点も重要である｡
たとえば携帯電話が発する電磁波は人体や環境にどんな
問題をもたらすであろうか｡また､現代の車社会は深刻
な交通事故を繰り返し生み出しており､もはや車の存在
そのものを問うところまで来ているのである｡
3･5 住生活
高度経済成長時代を経て食生活と衣生活は著しく改善
されたが､住生活の改善はあまり進んでいない｡また､
依然として住宅問題は解決されていない｡したがって､
住生活の矛盾を明らかにして住生活､住空間の改善方向
を指し示す研究は今後も必要になる｡その場合､現代の
住生活は多様化しているので､多様化現象を解明する住
文化研究の視点も必要になる｡
･障害を持っ高齢者の住生活の解明は､近い将来大量に
発生する在宅介護に対応するための研究として､急を要
する社会的課題になっている｡この研究は､高齢者の行
為や心理に着目して生活機器や住空間に対する要求 (倭
いがって､安全性､快適性など)を把握し､生活機器や
住空間の改善をはかることを目的としている｡
3･6 居住地管理
良好な居住地をっくることは土木､建築､都市 ･農村
計画などの分野の仕事である｡しかし､つくった後を放
置すると居住地は荒廃していく｡したがって､居住地の
居住水準を維持するための各種管理行為や､居住地の問
題点を解決し居住水準を向上させるための居住地改善運
動が必要になる｡居住地の管理行為や改善運動の主体は
住民であり､行政がこれを支援するという関係にある｡
こうした住民の行為を分析し､居住地やコミュニティの
あるべき方向を明らかにすることが現代の課題の一つに
なっている｡この課題は建築学の一部でも扱われている
が､生活科学の固有の課題の一つと言える｡
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3･7 災害対応
安全な住宅 ･建築､都市 ･農村をっくることは土木､
建築､都市 ･農村計画などの仕事である｡しかし､一旦
災害が起こった場合､どう安全に避難するか､避難後の
生活をどう再建するか､という課題がある｡これまでこ
の課題については社会的関心が薄かったが､阪神淡路大
震災を契機に大きな社会的課題になった｡この課題には､
様々な分野の研究者が取り組む必要があるが､避難行動
の解明や避難生活の問題の分析を中心とした研究を行な
うという点で生活科学が果たす役割が大きい｡
以上のような非日常災害とは別に日常災害についての
研究も必要である｡住居や生活環境が安全でないために
事故を起こし､死亡する人々が後を断たない｡それらの
事故は高齢者､障害者､幼児など社会的弱者に集中して
いる｡
3･8 環境制御
人々は快適な温熱環境､光環境､音環境､空気環境を
求め､環境工学の技術はそれに応えてきた｡それは､室
内を冷房すれば排熱で外気が熱くなるという矛盾を抱え
た技術であった｡しかし､今日は地球環境の保全が強調
される時代である｡加えて､エネルギー危機の時代を迎
え､これまでの技術体系は見直しを迫られている｡すな
わち､自然エネルギーを活用した省エネルギー型の新し
い環境制御技術の開発が課題になっている｡それは､室
内に限らず外部環境にも及ぶものである｡環境制御技術
そのものの開発は環境工学の課題であるが､生活科学で
は人々の生活行為や生活スタイルに着目して環境制御の
あり方を研究するところに生活科学固有の研究課題があ
る｡すなわち､どういう生活スタイルでどういう生活行
為にどの様な環境制御が求められ､どれだけのエネルギ
ーが消費されるかを明らかにする研究である｡さらに言
えば､快適な環境を求めようとする人々の欲望をどうコ
ントロールするかということも生活科学としての課題に
なる｡
3･9 生活福祉
高齢社会に突入した現代においては､高齢障害者の生
活行為や心理の特性を分析し､そこから適切な介護のあ
り方を導き出すことが一つの課題になっている｡介護の
あり方は､介護者と要介護者が置かれている状況によっ
て異なるし､福祉機器 ･住宅 ･施設 ･居住地などの物理
的な環境条件によっても異なってくる｡この研究は介護
システム､介護制度などの政策的研究へ結びついていく
が､それもまた生活科学の一領域科学である社会福祉学
の課題になる｡
ノーマライゼーションは､社会的弱者が健常者と同じ
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ように生活できるようにする､社会的弱者と健常者が地
域社会で共生できるようにする､という概念である｡福
祉先進国ではすでに認知された概念であるが､わが国で
はまだ概念の浸透さえ進んでなく､ノーマライゼーショ･
ンの実現は21世紀に持ち越されている｡しかし､この
課題は､社会的弱者と健常者の関係､社会的弱者に対す
る支援システム･制度などの研究が中心になり､主とし
て社会福祉学の課題になる｡したがって､親科学である
生活科学の課題として取り組む場合は､社会的弱者の具
体的な生活行為に着目し､健常者がどの様な行為で社会
的弱者を支援していくか､という行為の研究として展開
して行く必要がある｡
3･10 生活情報
現代は高度情報化社会へ突入しっっあり､人々の生活
が変わりつつある｡たとえば､買物という行為を取り上
げると､カタログ･ショッピングからテレビ･テレフォ
ン･ショッピングへ進み､パソコンで支払い処理ができ
るようになりつつある｡これは買物という行為の質的な
変容である｡この情報革命は保健､医療､福祉にも取り
入れられつつあり､人々の生活はますます便利になろう
としている｡CATVは行政情報を住民に徹底するのに
便利であるし､CATVが住民相互のコミュニケーショ
ンの手段になるという情報化社会に対応した新しいコミ
ュニティ像も描かれている｡確かに､防災情報センター
は災害時に重要な情報提供の役割を果たすに違いない｡
しかし､情報が人々の行動を規定し､生活を変えると
いうことが果してどういう意味を持っのか､あるいはど
ういう問題をもたらすのか､という研究はまだ行なわれ
ていない｡人々はパソコン･ショッピングをしながらも､
朝市の雑踏で売り買いを楽しみ､バーゲンセールに群が
っている｡つまり､どんなに情報化が進んでもフェイス･
トゥ･フェイスのオーラル･コミュニケーションの重要
さがそこにはありそうであ.る｡それは生活様式や文化の
問題にも関連している｡生活科学の課題としては､個々
の生活行為に着目して､どういう部分の情報化が可能で
どういう部分が情報化され得ないのかを研究し､情報化
社会における人々の生活の全体像を明らかにしていく必
要がある｡
また､人々の間に機器操作能力の差によって情報格差
が生じ始めているが､この問題をどうするのか｡さらに
はプライバシィ保護の問題もある｡
3･11 生活文化
わが国では生活の近代化が進み､伝統的な生活文化が
消滅しつつある｡しかし､近代化は､生活の利便性を向
上させたプラス面をもたらすとともに､環境破壊 ･食糧
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危機 ･エネルギー危機などのマイナス面ももたらした｡
このまま近代化が進むと人類は滅亡の危機を迎えると言
われている｡したがって､近代的な生活様式を見直し､
場合によっては伝統的な生活様式を再評価する必要もあ
る｡この問題は生活様式に関する人々の価値観に関わる
ことであり､個々の生活行為を規定する価値意識の問題
でもある｡すなわち､食文化､衣文化､住文化などの生
活文化が研究対象として浮かび上がってくる｡この研究
は､伝統的生活文化を第-､近代的生活文化を第二とす
れば､第三の生活文化は何かを提示していくことに目的
がある｡第三の生活文化は ｢持続可能な発展｣を目指す
ものでなければならない ｡なお､伝統的生活文化の再評
価には歴史的な検討が欠かせない｡そこ一に生活史研究の
必要性がある｡
生活文化の研究は国際化の時代に対応して世界的な規
模で行なわれるようになってきている｡これは､異文化
の理解と国際交流の促進に役立っということだけでなく､
各国 ･各民族の生活文化が独自性を保ちっっ､｢持続可能
な発展｣をめざす第三の生活文化をどうつくりだすかと
いう人類の抱える共通の文化的課題に応える動きでもあ
る｡
生活文化の研究は文化人類学の分野でも扱っている｡
そういう意味では生活文化の研究は生活科学の固有の領
域ではない｡しかし､人々の生活行為には心理や文化的
態度が含まれている.すなわち､生活行為の解明には心
理や文化的態度の解明も含まれる｡したがって､生活文
化の研究は､生活科学と文化人類学の共同研究領域であ
ると言える｡
3･12 学際的 ･総合的な課題
現代社会における新たな生活問題の解明には､学際的､
総合的に取り組まなければならないことが多い｡前述し
た障害を持っ高齢者の在宅生活の問題には､｢食 ･健康｣
｢居住環境｣｢介護 ･介助｣｢家族｣｢地域｣などの問題が
総合的に絡んでいる｡また､アトピーの問題は主として
｢食｣｢居住環境｣｢心理｣などに関わる問題であると考
えられ､摂食障害の問題は主として ｢食｣と ｢心理｣な
どの関わる問題であると考えられる｡噛めない子供の問
題は､｢食｣の問題として現れるが､｢嘩び-運動｣｢居
住環境｣｢家族｣｢心理｣などの要素が複雑に絡まりあっ
て問題を生みだしている可能性がある｡これらの問題に
は､生活全体の構造的理解を踏まえた､学際的､総合的
な研究視点をもつことがきわめて重要である｡
4.生活科学の対象
わが国で生活科学科が初めて設置されたのは戦後の新
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制大学発足時 (1949年)で､東北大学農学部に学科目制
学科として設置された｡1948年にはGHQ (連合国最高
司令官総司令部)のNRS (天然資源局)の勧告により
農業改良普及事業が発足しているので､NRSの示唆に
より東北大学農学部に生活科学科が設置されたと考えら
れる｡したがって､東北大学農学部生活科学科は､農家
の生活改善を目指す学科として発足したわけである｡一
方､大阪市立大学は新制大学発足時に生活科学部を設置
しようとしたが､GHQの理解が得られず､やむなく家
政学部として発足し､1975年になって生活科学部に改称
することができた｡
東北大学農学部の生活科学科は､講座制学科への移行
と大学院設置をめぐって学科解体問題が起こり､1960年
に廃止された｡当時､文部省は生活科学科の存在自体に
否定的で､学科内でも食物 ･栄養部門の教員は食品科学
関係学科へ改組することを目指し､学部内にも生活科学
には科学としての独自性がないという批判もあった｡こ
の学科改組解体の動きに対して､故 ･佐々木嘉彦を中心
とする住居学部門と社会福祉学部門の教員は反対運動に
立ち上がった｡この反対運動は学問論争の様相を色濃く
持っていた｡佐々木 らは共同討議を踏まえ､1957年に
｢生活科学の理解のために｣という論文を住居学講座 ･
社会福祉学講座の名前でパンフレットにまとめ､東北大
関係者などに配布した｡また､1958年には佐々木らは
｢生活研究方法論序説｣を ｢農村生活研究｣第2巻第 1
号に発表している｡この二つの論文は､生活科学の対象
と方法について論じたもので､その後の生活科学に関す
声理論的研究に与えた影響は大きい｡
筆者は東北大学工学部建築学科で佐々木の薫陶を受け
た者の一人であり､生活科学についての理解は佐々木ら
と基本的に同じである｡以下､佐々木らの理論を紹介し
ながら筆者の考えを補足したい｡
生活科学は生活を対象とする学問体系である｡しかし､
社会科学や人文科学の多くが生活現象を扱っている｡そ
れらの科学と生活科学はどう異なるのか｡生活科学がそ
の独自性を主張するには､対象となる生活の規定に独自
性があり､研究方法に独自性がなければならない｡
佐々木らは､｢生活とは生物主体が外界を同化 し､異
化していく過程である｣という生物学的定義をはじめに
行ない､次いでこれを人間生活に限定 し､｢人間という
主体が自然という客体を人間の中に取り込み､消費し､
残ったかすを排推していく過程である｣と定義している｡
さらに､人間生活を ｢生産と対置される家庭生活を中心
とする人間の物質的､並びに文化的生活｣に限定し､家
庭生活を ｢生きてゆく上の土台となる基本的で普遍的な
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人間活動としての生活､従って､一定の家計を基礎とし
て､家族共同で営まれる衣､食､住の生活である｣と規
定した｡
佐々木らは､以上のように生活の概念を限定した上で､
家庭生活を生活行為という要素に分解することによって
家庭生活の分析が可能になるとした｡すなわち､家庭生
活は生活行為の総体であり､生活行為は家庭生活研究の
操作概念であるとした｡
筆者の生活の概念は､生活が生活行為の総体であり､
生活研究は生活行為を研究の対象としながら生活の全体
像の解明を行なう､という点で佐々木らと基本的に同じ
である｡しかし､佐々木らは生活研究の対象の重点を家
庭生活に置いていた｡生産第一主義の社会の中にあって
は生活を重視しようとする場合､生活の砦である家庭に
重点を置いたのは当然のことである｡しかし､今日の社
会は当時に比べて大きく変化し､また家庭生活も大きく
変貌した｡今日でも人々の生活の重点が家庭生活にある
ことには変わりないが､その重点は地域や社会にシフト
し､生活は家庭外へ広がっている｡その傾向は今後も強
まり､さらには従来の家庭の概念が大きく変質する可能
性もある｡したがって､現代の生活研究の対象は､家庭
生活を含めた人間生活全体に拡大される必要がある｡か
っての家政学は研究の対象を家庭生活に限定してきたが､
そのような限定はもはや時代の要請に合わなくなってい
るのである｡
また､｢衣､食､住の生活｣とした点についても筆者
は異なった見解を持っている｡現代の生活問題には衣食
住では捉えられない問題があるし､生活を衣､食､住に
分ける考え方は安易すぎるように思えるからである｡
さらに､生産に対置する概念として生活の概念を位置
づけている点であるが､これは生活科学が人々の生産活
動にまったく関与しない､ということではない｡生産活
動には休憩､食事､更衣などの生活的要素が含まれてい
るし､最近の農村では農業生産活動を生きがいとする人
々が多ぐなっている｡それらは生活科学の研究対象にな
るのである｡
なお､消費生活を研究対象とする消費科学という分野
がある｡消費科学は､消費経済学の研究もあれば衣服関
連化学の研究もあるというように､消費生活を対象とし
た各種既存科学の寄せ集めで､研究の方法に統一性がな
い｡生活科学のように独自の研究対象と独自の研究方法
を持たないのである｡その点が生活科学と似て非なる点
である｡
5 生活科学の方法
(5)
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本章のはじめに､生活科学は生活の諸問題を解明し､
解決しようとする目的学である､という規定を行なった｡
しかし､生活問題は既存の諸学でも扱っている｡そのた
め､筆者は､生活研究は生活行為を研究の対象としなが
ら生活の全体像の解明を行なう､というように研究対象
を限定している｡生活行為を研究対象とするところに生
活科学としての独自性があるからである｡
生活行為を対象としない研究は関連諸学の研究として
位置づけられる｡たとえば､調理､食事という生活行為
には食材､食品というモノが介在する｡モノだけを研究
対象とする科学は､農学､理学などの学問分野に位置づ
けられ､生活科学の範噂には入らない｡生活福祉の分野
でも福祉制度というモノ (制度は生活を成り立たせてい
る社会的道具である､という点からすれば生活用具であ
るモノの一種である)だけを研究対象とする場合は､社
会学に位置づけられ､生活科学の範噂には入らない｡ま
た､家計は家庭生活を支える経済的基礎であるが､家計
だけを研究対象とするのであればそれは経済学の分野の
学問に位置づけられる｡
しかし､生活行為は行動科学の分野でも研究対象にさ
れる｡では行動科学と異なる生活科学としての独眉性は
どこにあるのか｡筆者は､次の二つの研究方法に生活科
学としての独自性があると考えている｡
5･1 ヒトー モノ関係
佐々木らは生活行為はヒトとモノの関係で成り立って
いるとしている｡衣服を着るという生活行為は､ヒトと
衣服というモノの関係で成り立っ｡ヒトは衣服を着て､
食器を使って食べ物を食べ､便器を使って排滑する｡そ
ういうヒトーモノの無限の連鎖が生活であるとした｡
筆者は､これに加えて､ヒトとヒトの関係でも生活行
為が成り立っと考えている｡性生活やコミュニケーショ
ン行為がそうである｡これらの生活行為にはモノや場所 ･
空間 (これもモノの一種である)が介在するが､行為の
本質はヒトーヒト関係にある｡また､介護という行為に
は福祉機器は介在するが､要介護者と介護者のヒトー ヒ
ト関係が行為を成り立たせている｡
佐々木らは､ヒトとモノの間には要求 ･機能という関
係があるとした｡快適に眠りたいというヒト要求に対応
してベッドや寝室が機能する､という関係である｡そし
て､要求と機能の間には矛盾が生じるとした.2人部屋
の子供室で一方が夜遅くまで勉強し､他方は早く寝るが
光が眠りを妨げる､という場合である｡そこで､佐々木
らは､この矛盾に着目してモ/の機能を改善し､生活上
の問題の解決をはかる､という生活改善の方向を提示し
た｡つまり､生活科学は､モノ'の改善とあわせて生活を
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改善していく目的学なのである｡したがって､ヒトのモ
ノに対する要求がどのように発展､変化するかという視
点を持った研究が生活改善の方向を展望する上で重要に
なる｡
ヒトー モノ関係をヒトー ヒト関係に置き換えると､ヒ
トとヒトの間には役割 ･期待関係があるとみることがで
きる｡役割が機能に対応し､期待が要求に対応するので
ある｡
以上のように､生活行為をとトー モノ関係､ヒトー ヒ
ト関係として捉え､要求 ･機能､役割 ･期待という操作
概念で生活行為を分析する点は行動科学にはない生活科
学独自のものであると考えられる｡
5･2 生活の型 ･生活様式 ･生活構造
すでに述べたように､生活行為の総体が生活であり､
それもまた生活科学の研究対象である｡
総体としての生活は､生活の型分け､類型化によって
認識される｡集団､地域､民族などによって生活の仕方
が異なるが､それぞれ独自の生活の型があるというよう
に捉えるのである｡しかし､類型化という方法は科学一
般の方法であって､生活科学独自の方法ではない｡型と
いう方法的概念は､古くは生物の分類に始まり､今日で
は○○型の社会とか◇◇型の経済というように社会科学
にも用いられている｡
生活の型は､生活の仕方の細かな差異に着目すれば細
分化され､最後は型分けの意味を失うところまで型甲細
分化が進んでしまう｡したがって､他と比べて生活の仕
方が質的に異なるものとして生活の型を捉えることが重
要である｡そのように捉えられた生活の型が生活様式と
言われるものである｡
住生活の面についての生活様式が住様式と言われてい
るものである｡同じように､食生活の面からみると食様
式､衣生活の面からみると衣様式という概念が成立する｡
しかし､生活科学の分野では食様式､衣様式の研究は住
様式の研究に比べて蓄積が乏しい｡食様式や衣様式の研
究は生活文化の研究としてもっぱら文化人類学の分野で
扱われている現状にある｡住様式の研究については文化
人類学の分野でも行なわれているが､住様式の研究には
住居の空間や構造 ･材料 ･設備などが関わるため､文化
人頬学の分野での住様式研究には限界がある｡そのため､
住様式研究はもっぱら生活科学の領域科学である住居学
の分野で行なわれてきている｡
履床様式は住様式の一つで､上足下足の区別を持っ脱
ぎ履き型､上足下足の区別を持たない靴履き型､内外と
も裸足の裸足型などに分類される｡また､椅子座､床座
など起居室での行動様式を起居様式と言い､これも住様
式の一つである｡履床様式や起居様式は行動様式の一種
である｡行動様式は行動科学の分野でも扱われている｡
しかし､行動科学ではモノの介在を捨象した人間行動を
研究対象にして行動の傾向や法則性を研究している｡そ
れに対して､履床様式という概念には靴､土間､床など
のモノが介在し､起居様式という概念には椅子､ベッド､
畳､ふとんなどのモノが介在する｡すなわち､生活科学
ではとトー モノ関係で行動様式を捉えており､これは行
動科学とは異なる生活科学独自の方法であると言える｡
生活様式には内部構造と外部構造がある｡ある生活様
式を成り立たせている内部的な仕組みが内部構造であり､
それを支える外的諸条件の仕組みが外部構造である｡こ
のようにみると生活の仕組み､すなわち生活構造が把握
できる｡たとえば伝統食という食様式がある｡その場合､
伝統食がどのような食品によって構成されているか､そ
れらはどう調理されるのか､誰がどんなときにどこでど
のようにして食べるのか､などの仕組みを解明すること
が内部構造を解明することであり､伝統食が生み出され
た地域農業の歴史､地域の気候､風土､社会的条件など
の仕組みを解明することが外郭構造を解明することであ
るb
なお､生活構造の概念を生活時間構造や家計構造に矯
小化する研究者が少なからずいる｡生活時間構造は各生
活行為の時間的配分構成とそれを規定する仕組みに関す
る概念で､生活構造を認識するための操作概念の一つに
すぎない｡また､家計構造は家庭生活を規定する外部構
造の一つにすぎない｡
では､何のために生活構造を研究するのか｡内部構造
と外部構造が安定的に対応している間は､その生活様式
は持続する｡しかし､社会が変化し外部構造が変化する
と､内部構造は崩壊し､生活様式は変容する｡変容した
生活様式が人々にとって望ましいものであれば内部構造
と外部構造の変化を積極的に推進する必要があるが､多
くの場合変容した生活様式には矛盾を含んでいる｡した
がって､その矛盾を解消するために､目指すべき生活様
式の像を明らかにし､その実現へ向けて現実の内部構造
と外部構造を組み立て直す必要がある｡このように､生
活構造の研究は､人々にとって望ましい生活様式の実現
という目的と結びついているのである｡
ここで言う構造という概念は科学一般の方法的概念で
ある｡佐々木らはそれを生活研究に適用し､生活構造と
いう方法的概念の確立に大きく寄与した｡特に生活構造
の変動の仕組み､すなわち変動構造に着目している点が
重要である｡変動構造の解明は認識論レベルの研究であ
るが､変動の方向を予測し目指すべき生活像の実現へ向
(6)
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けて諸条件を整備するという課題は計画論､政策論レベ
ルの課題である｡計画や政策は研究の範噂を越えること
がらであるが､それを意識するかしないかで認識の仕方
が異なり研究内容が異なってくる｡計画や政策を意識し
た研究は社会科学一般でも行なわれているが､生活科学
の研究では特にその点が重視される｡生活科学は生活問
題の解決と併せて新たな生活の創造を目指す目的学であ
るからである｡
6 親科学と領域科学
すでに述べたように､生活に関する研究や学問がすべ
て生活科学であるかというとそうではない｡生活科学以
外の諸学も生活を扱っているし､今日ではますますその
傾向が強まってきている｡したがって､生活科学の独自
性が問われているのである｡
そのため筆者は生活科学の独自性という点から生活科
学をその対象と方法という視点から定義した｡しかし､
それは生活科学の本質を明らかにするための限定的規定
であり､そのままでは社会的有用性を発揮できない｡生
活科学を学んだ者の専門職としてヒーブが考え出された
が､職能として確立されないまま今日に至っている｡短
大の生活科学科の卒業生の進路も多様で特定の職能とは
結びっいていない｡
生活科学が社会的有用性を発揮するためには､生活科
学を親科学とする領域科学の存在が必要になる｡たとえ
ば住居学｡住居学は住生活の改善や新たな住生活の創造
とあわせて住宅や生活機器などのモノの改善 ･開発をは
かり､住空間を創造することを目的としている｡住生活
の改善や新たな住生活の創造を目指すという点では生活
科学の目的と合致している｡一方､モノの改善 ･開発､
住空間の創造は工学の分野に属する課題であり､筆者の
生活科学の規定によれば生活科学から除外される｡しか
し､モノの改善 ･開発､住空間の創造は住生活の改善や
新たな住生活の創造のための手段であり､両者は切り離
すことができない｡そこに生活科学を親科学とした住居
学という領域科学が成立する根拠がある｡そして､モノ
の改善 ･開発､住空間の創造には､住宅の構築学､材料
学､環境工学､設備工学等の知識が必要になり､住宅や
生活機器の設計教育も必要になる｡つまり､住居学は生
活科学の領域科学として考えれば本来は居住学と言うべ
きところであるが､部分的に住宅建築学を含んでいるた
め住居学と称しているのである｡すなわち､住居学は居
住学と住宅建築学が融合した学問領域である｡しかし､
住居学の住宅建築学分野一構築学､材料学､環境工学､
設備工学等-での研究教育が建築学とまったく同じかと
(7)
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いうとそうではない｡･生活科学を親科学とする住居学は､
生活者の視点を明確にしており､研究の問題意識や教育
の重点は建築学とは異なる｡生活者の視点を重視した建
築学の研究教育が行なわれている研究教育機関は限られ
ており､大多数は生活者の視点が欠落ないし不十分のま
ま建築生産技術の研究教育に重点を置いている｡
住居学の教育は､住生活の改善や新たな住生活の創造
をめざす技術者一主として住空間の企画､設計に携わる
技術者-の育成を目的としており､社会の需要に応えて
いる｡社会福祉士を養成する社会福祉学でも同 じことが
言えるだろう｡このように､生活科学を親科学とする領
域科学には､単に生活科学の研究体系としてだけでなく
どういう人材を育成するかという教育の目的と結びっけ
た体系化が必要である｡したがって､領域科学では筆者
が規定した生活科学の研究以外の研究も必要になる｡た
とえば､食物学における食品の安全問題の研究がある｡
筆者は､モノだけの研究は生活科学の研究ではない､と
規定したが､食物学という領域科学では食品というモノ
の研究なしには成立しない｡食品の安全性の問題を研究
することは食物学の今日的課題の一つであり､農学や理
学の研究方法が援用されることはいっこうに構わないの
である｡しかし､食物学では､核となる生活科学の研究
分野の位置づけが明確になっていないし､食生活から切
り離されたモノだけの研究に埋没する傾向が強い｡また､
生活科学を学んだ者としてどういう人材を育てていくか
も明確になっていない｡食物学については､食をめぐる
生活問題の検討から学問研究の見直しをはかる必要があ
ると思われる｡
では､生活科学を親科学とする領域科学にはどのよう
なものがあるのか｡大阪市立大学の生活科学部は､平成
2年度からそれまでの5学科 (食物､被服､住居､児童､
社会福祉)を3学科に再編した｡学科再編のキーワード
は健康､福祉､環境で､それらに対応して食品栄養科学
科､人間福祉学科､生活環境学科が発足した｡近未来を
含む現代の生活問題は､この3つのキーワードで捉える
ことができると考えたからである｡すなわち､大阪市立
大学の生活科学部は3つの領域科学によって生活科学の
目的を実現させようとして今日に至っている｡そして､
平成12年度からの開設を目指して大学院を再編し､大学
院の履修コースとして､食 ･健康科学､居住環境学､総
合福祉科学､臨床心理学､長寿社会食生活学､居住福祉
工学､長寿社会福祉科学､の7コースを設置しようとし
ている｡すなわち､健康､福祉､環境のキーワードを長
寿社会 ･少子高齢社会の到来を踏まえて豊富化 し､7つ
の領域科学を打ち立てようとしている｡特徴的なことは､
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生活科学論ゼミナールを開設し､前述したような現代の
生活問題の解明に学際的､総合的に取り組もうとしてい
る点であり､また､それらを学問的に総括して新たな生
活科学の体系化を目指そうとしている点である｡
生活科学は､親科学としての生活科学の対象と方法に
独自性があること､領域科学の問題領域が明確であるこ
と､の二つの要件によって体系だてられる｡領域科学を
分類する視点の一つとしてこれまでは衣 ･食 ･住という
モノで分ける考え方が支配的であったが､この体系だて
は安易すぎる｡現代の生活問題とその解決という視点か
ら問題領域を分け､それによって体系化を行なうべきで
ある｡しかし､問題領域は今はまだ動いている｡そうい
う状況では安易な体系を立てるよりも､個々の生活問題
の解明と解決へ向けた研究の蓄積が重要である｡
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